
市税に関する申請書等への押印・署名を不要とする手続一覧（令和３年４月１日以降） （令和８年10月９日現在）

１　個人の市民税・県民税　【個人・事業者】

手続の名称 受付課

市民税・県民税の申告 各区税務課

市民税・県民税の申告（家屋敷分） 各区税務課

市民税・県民税の申告（収支内訳書（一般用）） 各区税務課

市民税・県民税の申告（収支内訳書（不動産所得用）） 各区税務課

市民税・県民税の申告（収支内訳書（農業所得用） 各区税務課

市民税・県民税寄附金税額控除申告書（一） 各区税務課

市民税・県民税寄附金税額控除申告書（ニ） 各区税務課

市民税・県民税課税(非課税)証明書申請書（※） 各区税務課

控除対象寄附金の指定申請 総務局税制課

控除対象寄附金指定事項の変更の届出 総務局税制課

２　固定資産税（土地・家屋）・都市計画税　【個人・事業者】

手続の名称 受付課

固定資産証明申請書（※） 各区税務課

住宅用家屋証明申請書（中古住宅）（※） 各区税務課

固定資産閲覧申請書（※） 各区税務課

固定資産縦覧受付票 各区税務課

土地又は家屋を現に所有している者の申告書 各区税務課

固定資産税非課税適用(変更)申告書 各区税務課

固定資産税課税標準特例適用申告書 各区税務課

固定資産税過誤納金に係る還付等の相続人代表者指定届出書 各区税務課

共用土地等に係る按分割合申出書 各区税務課

住宅用地異動申告書 各区税務課

被災住宅用地申告書 各区税務課

宅地化農地に係る計画策定等の期限延⾧申請書 各区税務課

公共用道路に関する申請書 各区税務課

固定資産税減免申請に係る付帯条件承諾書（ゲートボール場用） 各区税務課

固定資産税・都市計画税減免申請に係る付帯条件承諾書（市民の森） 各区税務課

新築された認定⾧期優良住宅に対して課する固定資産税の減額に関する申告書 各区税務課

新築された高断熱住宅に対して課する都市計画税の減額に関する申告書 各区税務課

耐震基準適合住宅・特定耐震基準適合住宅・耐震基準適合家屋に対して課する

固定資産税・都市計画税の減額に関する申告書
各区税務課

熱損失防止改修住宅等に対して課する固定資産税・都市計画税の減額に関する

申告書
各区税務課

（※）市税に関する証明申請では、本人確認のため、法人が申請する場合、法人の代表者印が必要です。また、委任状につい

ては、委任関係の確認のため、委任者（納税者本人）による委任状への自署又は押印（法人の場合は代表者印の押印）が必要

です。

（※）市税に関する証明・閲覧申請では、本人確認のため、法人が申請する場合、法人の代表者印が必要です。また、委任状

については、委任関係の確認のため、委任者（納税者本人）による委任状への自署又は押印（法人の場合は代表者印の押印）

が必要です。
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市税に関する申請書等への押印・署名を不要とする手続一覧（令和３年４月１日以降） （令和８年10月９日現在）

２　固定資産税（土地・家屋）・都市計画税　【個人・事業者】（つづき）

手続の名称 受付課

高齢者等居住改修住宅等に対して課する固定資産税の減額に関する申告書 各区税務課

固定資産税・都市計画税災害特例減額適用申告書 各区税務課

区分所有に係る家屋等の専有部分の床面積の割合等の補正方法に関する申出書 各区税務課

家屋新増築申請書（未登記家屋） 各区税務課

家屋滅失申請書（未登記家屋） 各区税務課

家屋所有者変更申請（決議）書（未登記家屋） 各区税務課

固定資産評価審査申出書 各区税務課、総務局税制課

固定資産評価審査申出取下書 各区税務課、総務局税制課

反論書 各区税務課、総務局税制課

口述書 各区税務課、総務局税制課

閲覧請求書 各区税務課、総務局税制課

閲覧交付請求書 各区税務課、総務局税制課

３　軽自動車税　【個人・事業者】

手続の名称 受付課

申告（報告）書件標識交付申請書 各区税務課

廃車申告書兼標識返納書 各区税務課

改造（作製）申立書 各区税務課

第二次納税義務免除申告書 各区税務課

第二次納税義務免除事由消滅申告書 各区税務課

原動機付自転車等試乗標識交付申請書 各区税務課

４　市税の納付　【個人・事業者】

手続の名称 受付課

市税納期限延⾧の申請 各区税務課、総務局納税管理課

市民税・県民税特別徴収税額の納期の特例に関する申請 総務局納税管理課

市民税・県民税特別徴収税額の納期の特例の要件を欠いた場合の届 総務局納税管理課

納税証明書の申請（※） 各区税務課、総務局納税管理課

市民税県民税納入申告書 総務局納税管理課

市民税県民税納入申告書(納期の特例分） 総務局納税管理課

延滞金減免申請 各区税務課、総務局納税管理課

換価申立 各区税務課、総務局納税管理課

換価猶予期間延⾧申請 各区税務課、総務局納税管理課

換価猶予申請 各区税務課、総務局納税管理課

交付要求解除請求 各区税務課、総務局納税管理課

差押換請求 各区税務課、総務局納税管理課

参加差押解除請求 各区税務課、総務局納税管理課

事情届 各区税務課、総務局納税管理課

返金依頼（経過報告） 各区税務課、総務局納税管理課

納税誓約 各区税務課、総務局納税管理課

（※）市税に関する証明申請では、本人確認のため、法人が申請する場合、法人の代表者印が必要です。また、委任状につい

ては、委任関係の確認のため、委任者（納税者本人）による委任状への自署又は押印（法人の場合は代表者印の押印）が必要

です。
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市税に関する申請書等への押印・署名を不要とする手続一覧（令和３年４月１日以降） （令和８年10月９日現在）

４　市税の納付　【個人・事業者】（つづき）

手続の名称 受付課

徴収猶予申請 各区税務課、総務局納税管理課

徴収猶予期間延⾧申請 各区税務課、総務局納税管理課

徴収猶予に伴う差押解除申請 各区税務課、総務局納税管理課

法人の市民税の徴収猶予の届出 各区税務課、総務局納税管理課

徴収猶予の特例制度の申請 各区税務課、総務局納税管理課

徴収猶予のための担保提供

※「納税保証書」への押印は必要です。
各区税務課、総務局納税管理課

徴収猶予のための担保提供（納税保証人）

※「抵当権設定登記承諾」への押印は必要です。
各区税務課、総務局納税管理課

（徴収猶予取消しに対しての）弁明 各区税務課、総務局納税管理課

税務調査への回答 各区税務課、総務局納税管理課

公売に関する手続き 各区税務課、総務局納税管理課

納税管理人（変更）申告書 各区税務課

納税管理人解除申告書 各区税務課

５　事業者向けの手続　【事業者】

（１）特別徴収（個人の市民税・県民税）

手続の名称 受付課

給与支払報告書（総括表） 各区税務課、総務局法人課税課

給与所得者の特別徴収に係る異動届 各区税務課、総務局法人課税課

特別徴収への切替依頼書 各区税務課、総務局法人課税課

個人事業主の開廃届 各区税務課、総務局法人課税課

給与支払者（特別徴収義務者）の所在地・名称変更届出書 各区税務課、総務局法人課税課

特別徴収実施困難理由届出書 各区税務課、総務局法人課税課

更正の請求（分離課税に係る所得割） 総務局法人課税課

（２）法人市民税

手続の名称 受付課

法人設立・開設届出書 総務局法人課税課

事業年度・納税地・その他の変更・異動届出書 総務局法人課税課

確定・中間・修正申告書 総務局法人課税課

法人等の市民税更正請求書 総務局法人課税課

退職年金等積立金に係る申告書 総務局法人課税課

予定申告書 総務局法人課税課

（３）固定資産税（償却資産）

手続の名称 受付課

償却資産申告書 総務局償却資産課

固定資産税（償却資産）非課税適用届出書 総務局償却資産課

固定資産証明申請書（償却資産専用）（※） 総務局償却資産課

固定資産閲覧申請書（償却資産専用）（※） 総務局償却資産課

（※）市税に関する証明・閲覧申請では、本人確認のため、法人が申請する場合、法人の代表者印が必要です。また、委任状

については、委任関係の確認のため、委任者（納税者本人）による委任状への自署又は押印（法人の場合は代表者印の押印）

が必要です。
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市税に関する申請書等への押印・署名を不要とする手続一覧（令和３年４月１日以降） （令和８年10月９日現在）

（４）事業所税

手続の名称 受付課

事業所等新設・廃止申告書 総務局法人課税課

事業所税更正請求書 総務局法人課税課

事業所用家屋の貸付に係る申告書 総務局法人課税課

事業所税申告書 総務局法人課税課

（５）入湯税

手続の名称 受付課

入湯税納入申告書 総務局法人課税課

入湯税徴収原簿 総務局法人課税課

鉱泉浴場経営申告書 総務局法人課税課

（６）市たばこ税

手続の名称 受付課

手持品課税納付書 総務局法人課税課

申告書 総務局法人課税課

特例申告書 総務局法人課税課

還付請求申告書 総務局法人課税課

６　その他市税に関する手続　【個人・事業者】

手続の名称 受付課

税証明発行停止・解除申立書 各区税務課

相続人代表者指定（変更）届 各区税務課

市税減免申請書
各区税務課、

総務局法人課税課、総務局償却資産課
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